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第８回事務職員会 

 

      H28.11.17（木）8:30～11:30    

     嶺北中・高等学校第２会議室 

司会：福島  記録：大藪 

出席者：石田・藤原・福島・宮本・大藪・中村・山﨑・島本 

 

１ 嶺北事務カレンダーの確認 

12 月２日（金）大川、６日（火）大豊、８日（木）土佐町 

 

２ 実務研修（嶺北事務計画使用） 

 「児童生徒」（担当：大豊町、本山町） 

【Ⅳ－１指導要録】 

抄本・・・現在はあまり作成しないが、指導要録の内容を省略して書くもの。 

【Ⅳ－２転出入】 

転入してきた児童生徒が再度転出する場合の指導要録の取扱いは、転入前の学校から届く写し

（原本証明のあるもの）をそのまま送付する。 

転出者の指導要録は、欠番となる。 

【Ⅳ－３出席簿】 

停止・・・感染症等の場合（「学校において予防すべき感染症の解説」文科省） 

  転出児童生徒について、転出の翌月から番号を詰め、欠番にはしない。 

【Ⅳ－４教科書】 

ドリル等補助教材を使用する場合、予め地教委へ届出が必要となる。 

【Ⅳ－５児童生徒の忌引】 

基本的には、教職員の服務規程等に準じるが、曾祖父母も１日取得可能としている。 

【Ⅳ－６不登校】 

指導要録及び通知票上は、「出席」とする場合であっても、学校基本調査や出席簿、学校日誌等

は、「欠席」とする。 

 

３ 通知文書の確認 

文書日付 文書番号 文書名 

H28.11.8 公共高第 422 号 

子どもに対する医療給付にかかる給付制限の確認について（通知） 

重度心身障碍児・者医療制度、ひとり親家庭医療制度の該当があれ

ば、届出が必要となる。 

H28.11.8 公共高第 421 号 

医療費公費負担制度の周知について（依頼） 

該当する場合は、申請等手続きが必要 

・共済組合への届出と異なる住所に住民登録がある者 

・高知県外で所得により異なる子どもの医療費助成を行う市町村に

住民登録がある被扶養者 

H28.10.19  

勧告等の骨子について ※メール添付資料 

期末手当・勤勉手当を 0.1 月分引上げ 

配偶者の扶養手当額を他の扶養親族と同額（6,500 円）にし、子に

かかる手当額を 10,000 円に引上げ 

配付資料 別表第６ 配偶者について段階的に引下げ 

         子については、段階的に引上げ 
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４ 通勤手当の電子地図での決定について 

  平成 28 年 2 月 29 日付け 27 高教福第 1268 号「通勤手当の決定に係る事務処理について（通知）」 

  http://yairo.kochinet.ed.jp/reihokujimu/tuuti.html#tuuti_kyuyo 

電子地図のメリット ：電子地図で距離を測定し、その地図を届に添付するため提出が速やかにで

きる。職員間で測定距離の相違が生じない。 

             

       デメリット：高低差があるため、実測値と差異がある可能性がある。 

 

 ○電子地図にする場合、ソフトの導入が必要 

  ゼンリン電子地図帳 Zi18 （10,800 円） 

  MapFan.net（導入時 2,139 円  、 継続時 1,966 円） 

 嶺北中学校にソフトを導入する方向で、予算について嶺北地教連に相談する。 

 

５ 社会見学に係るバス代の計算について（土佐町：宮本） 

平成 21 年３月 16 日付け事務連絡が根拠となる。（嶺北事務 HP の資料のページに掲載済） 

 

６ 各ブロックの活動の報告と情報交換 

   大豊町：10 月 10 日（火）相互確認 

   土佐町：11 月 18 日（金）相互確認、事務取扱マニュアル（土佐町版）や年度末・始めの事務、

組織職員会資料について、資料を検討しておく。 

   大川村：予算資料の作成をしている。 

   本山町：11/1（火） 9:00～ 本山小学校、吉野小学校 

11/9（月） 9:00～ 嶺北中学校 

来年度予算で、エアコンクリーニングの予算要求をする予定 

 

７ 情報交換等 

 （１）11/4 総括主任・事務長連絡協議会の報告（石田） 

    扶養親族の収入が不安点の場合、３か月平均をとり、平均をとった月の初日に遡って認定する。 

    事業所得（農業、自営業）の場合、確定申告により深刻した年の初日が事実発生日 

    来年度は、小中学校課配当旅費の配分方法を見直し、追加配分をなくす予定で調整している。 

    （参考通知：11 教職第 169 号付 高知県教育長通知「修学旅行等の引率教員旅費について」） 

 

 （２）れいほく事務だよりの発行について 

大豊・本山で検討 

 

 （３）住居手当の調査について 

二親等以内の親族と賃貸契約をしているかの確認、写しが必要 

 

（４）高知県教育関係職員必携（赤本）の公費購入について 

 

 

 

  次回 １２月１５日（木） 


